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• (公財) WWFジャパン  専門ディレクター(環境・エネルギー)

• 昭和女子大学大学院 福祉社会・経営研究科 福祉共創マネジメント専攻 特命教授

• 京都大学大学院 総合生存学館(思修館) 特任教授

• (株)東邦銀行 社外取締役

博士（公共政策学・法政大2018）。米ハーバード大院修士課程修了(2005)。気象予報士(1997)

【略歴】

中部日本放送アナウンサー等を経て、2005年から国際NGOのWWFジャパン勤務。

2017年から大学教員兼職、2022年から東邦銀行社外取締役。

国連の気候変動に関するCOP会議に2005年から参画、「パリ協定」の成立に尽力。国内外の環境エネルギー政策に高度な
専門知見を持ち、企業経営層へのサステナビリティ経営に関するアドバイス経験豊富。環境省中央環境審議会委員など公
職多数。

【主な著書と論文】
『気候変動政策をメディア議題に』著 (ミネルヴァ書房2022)

『地球温暖化を解決したい エネルギーをどう選ぶ？』著（岩波書店2021）

『Routledge Handbook of Environmental Journalism, Part IV: Environmental Coverage in Asia and Australia;  25. The Status and Future of 
Environmental Journalism in Japan』 共著 2020

『地球温暖化は解決できるのか～パリ協定から未来へ！～』著（岩波書店2016）

小西 雅子

©WWF Japan



本日の内容

• GX-ETS: 1.5度達成（2035年60％以上(2019年比)の温室効果ガス削減）を
実現するカーボンプライシングに

– 自主性依存から規制化へ、参加義務化、 1.5度達成する目標レベル、予
見可能性の確保、目標達成インセンティブ強化、クレジット制限など

• 日本の産業界が世界から評価されるベースとなるGX-ETSに

– パリ協定時代の世界の動き：CBAMなど

– グリーンウォッシング非難を避けるために必要なこと

• 非国家アクター発の国際イニシアティブ

– 事実上のグローバルスタンダードに沿う重要性
3



GXCPの方向性はgood!
しかし実効力を持たせるには規制化と強化が必須

出典：内閣官房GX実行会議、我が国のグリーントランスフォーメーションの 加速に向けて 令和６年５月13日 GX実行推進担当大臣
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai11/siryou1.pdf
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規制と支援：きちんとムチに

出典：内閣官房GX実行会議,我が国のグリーントランスフォーメーション 実現に向けて 令和５年12月15日 GX実行推進担当大臣
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai10/siryou1.pdf

自主性依存から規制へ

①参加義務化
②目標達成インセンティブの強化
③割り当て総量をNDCが達成可能な
カーボンバジェットから算定
④予見可能性の確保
⑤炭素賦課金は1.5度達成レベルに
⑥カーボンプライスの上限/下限価
格）は十分でなければなしに
⑦カーボンクレジット活用の制限
⑧オークションを発電部門のみな
らず、段階的に全面的に導入
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現状のGXリーグの課題

出典：内閣官房GX実行会議,我が国のグリーントランスフォーメーション 実現に向けて 令和５年12月15日 GX実行推進担当大臣
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai10/siryou1.pdf

• 排出量取引制度参加は任意
• 削減目標は自主設定
• 目標達成しなくても「未達理

由の説明」でよい

自主行動計画の上に新たな制度
を設け、企業間で排出量を取引
できるようにしたものでは、国
際的に「日本の炭素価格」と認
められない

制度規制化が早急に必要
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キャップ&トレード型の排出量取引制度とGXリーグの違い

キャップ&トレード型の本来の要件
1. 国が定めるキャップが設定されるキャップ&トレード型の排出量取引制度で、参加が

義務化され、国内のなるべく多くの排出主体がカバーされること
2. （1.5度に沿った）十分な削減目標が設定されること
3. 未達成の企業には相応の罰金などを科し、目標を達成しようとする強いインセンティ

ブが働くこと

このままでは国際的に認められるカーボンプライシング制度にはならない

そもそもカーボンプライシング（炭素税、排出量取引）は、削減量を国が決めて実施する
ための制度であって、自主的な制度とは根本的に異なる。

GXリーグの“排出量取引”で取引したとしても、自主的に設定した目標の排出枠をトレー
ドする形式で、いわばこれまでの自主行動計画「プレッジ&レビュー型」を「プレッジ＆トレ
ード型」に？
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自主性依存から規制へ：① 参加の義務化

出典:GX実行会議「我が国のグリーントランスフォーメーション 実現に向けて 令和５年12月15日 GX実行推進担当大臣」
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai10/siryou1.pdf

• 業種間で差があり不公平
• 実効力をあげ、公平な制度と

するべき
• 一定規模以上の事業者の参加

は義務化
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② 目標達成インセンティブの強化：十分な価格の罰金を設定

・目標達成しなくても「未達理由の説明」でよい

排出枠に価格がついて取引されるのか？
1トンの価値が国際的に通用しない

出典：GXリーグ事務局、GX-ETSにおける第１フェーズのルール内閣官房GX実行会議(令和5年2月）
https://gx-league.go.jp/aboutgxleague/document/GX-ETS%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E7%AC%AC1%E3%83%95%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%82%BA%E3%81%AE%E3%83%AB%E3%83%BC%E3%83%AB.pdf
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出典：GXリーグ事務局、GX-ETSにおける第１フェーズのルール内閣官房GX実行会議(令和5年2月）
https://gx-league.go.jp/aboutgxleague/document/GX-ETS%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E7%AC%AC1%E3%83%95%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%82%BA%E3%81%AE%E3%83%AB%E3%83%BC%E3%83%AB.pdf

③ 割り当て総量は、NDCを達成可能なカーボンバジェットから設定する
キャップを設定してから業界ごとに割り当て、各主体に割り当てていくこと

～目標設定を自主からカーボンバジェットに沿った割り当てに～

「政府指針」！！！

・ボトムアップではな
く、NDCからのトップダ
ウンでまずETS対象企業
全体へキャップを設定
すること
・無償配分でスタート
するならば、少なくと
も業界ごとに「ベンチ
マーク」が必要
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出典：環境省カーボンプライシングの活用に関する小委員会資料 (2021/11/19) https://www.env.go.jp/council/06earth/cp18shiryou1syuusei.pdf

明確な価格シグナルがあ
ると、EUなどの炭素国境
調整措置に対して対抗で

きる

④ 割り当て総量が段階的に減少する予見可能性を示す
（＝炭素賦課金を段階的に上げる予見可能性の価格シグナルとともに）

いつどれだけ炭素価格が上
がるか、割り当て総量が下
げられていくかが明示され
ると、企業の脱炭素投資判

断がしやすくなる
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そもそもの目的に沿うこと
1.5度に抑えるために、日本は2030年に46%以上削減する

（機関投資家から日本企業が脱炭素化の道筋に沿っていると認識される）

・科学的にはカーボンバジェット
があり、1.5度達成のためには今後
排出できる量には限りがある。

・2030年に世界全体で2019年比43%
削減がかなわなければ、1.5度達成
は非常に難しくなる

・現状のパリ協定に提出されてい
る各国の削減目標（NDC）は大幅に
足りていない

・日本の排出量削減のための制度
作りをしている
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⑤ 炭素賦課金は、1.5度を達成できるレベルに設定
多くの企業が十分な価格のインターナルカーボンプライスを設定している中、投資判断を後押し！

出典：環境省カーボンプライシングの活用に関する小委員会資料 (2021/11/19) https://www.env.go.jp/council/06earth/cp18shiryou1syuusei.pdf

たとえばIEA(国際エネルギー機関）
「2050年ネットゼロシナリオ(2023版）」
1トン当たりのCO2価格の想定

出典:IEA(2023) Net Zero by 2050

カナダ政府
連邦炭素税制度：化石燃料に炭素税が上
乗せされる制度
燃料価格に65カナダ・ドルを上乗せし、1年
ごとに15 Cドルずつ増やし、2030年には
170 Cドルの予定
カナダ政府 Update to the Pan-Canadian Approach to Carbon Pollution Pricing 2023-2030
https://www.canada.ca/en/environment-climate-change/services/climate-change/pricing-
pollution-how-it-will-work/carbon-pollution-pricing-federal-benchmark-information/federal-
benchmark-2023-2030.html#toc3

2030年 2040年 2050年

先進国 140ドル 205ドル 250ドル

新興国(中国
等）

90ドル 160ドル 200ドル

その他途
上国

15ドル 35ドル 55ドル
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プライム上場企業の約23%がすでに社内で相応のCP設定

出典：CDP 気候変動 レポート 2023: 日本版
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/009/001/original/CDP2023_Japan_Report_Climate_0319.pdf



日本の非国家アクターによるカーボンプライシング提言

15

気候変動イニシアティブ（Japan Climate Initiative: JCI）

パリ協定が掲げる脱炭素社会の実現に向け、気候変動対策に積極的に取り組む企業、自治体、NGOなどの非国
家アクターが参加する国内ネットワーク

©WWFジャパン

186団体が詳細なカーボンプライシング提言に賛同

1. 2030年削減目標達成に向けて2025年を目処として実効性の高いカーボン

プライシング制度を導入するべき

2. 一定の要件を満たす企業を一律に制度の対象として公平性を担保するべき

3. 世界に比肩する水準で将来の炭素価格を明示するべき

4. 国際的なルールに適合した制度とするべき

5. 公正な評価のもと排出削減が困難な企業の削減を政府収入により支援する

べき

6. カーボンプライシングの立案・評価・更新では透明性を確保するべき

© WWFジャパン

出典：https://japanclimate.org/news-topics/cp-proposal/

https://japanclimate.org/news-topics/cp-proposal/


予見可能性のある国際基準のカーボンプライスによって
再エネ導入も加速

• JPEAによる分析では、カーボンプライシングの実施によって、太陽光パネルが経済性を持って大
幅に導入され得る。オフサイト型の事業用太陽光は、2035年時点で、カーボンプライシングがな
ければ導入ポテンシャルのうち1.7%しか顕在化しないが、実施されていれば93.1％が顕在化する。
カーボンプライシングの実施を前提として、2035年に173 GW、2050年に400GWの規模での導入が可
能になる

出典：
• 太陽光発電協会「太陽光発電産業の新ビジョン “PV OUTLOOK 2050”（2024年版Ver.1）」（2024/7/1発表）
 https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/pv_outlook2050_2024ver.1.pdf
• IEA “Net Zero by 2050 – A Global Pathway to Keep the 1.5 ℃ Goal in Reach,2023 Update”(2023/9更新)
 https://iea.blob.core.windows.net/assets/9a698da4-4002-4e53-8ef3-631d8971bf84/NetZeroRoadmap_AGlobalPathwaytoKeepthe1.5CGoalinReach-2023Update.pdf

• カーボンプライシングの実施ペースによっては一層の前倒し
や導入量引上げも期待

• 国際エネルギー機関（IEA）は、1.5度達成に向けて先進国経
済で必要なカーボンプライスCO2 1トンあたりの金額を、2030
年までに140ドル（約21,000円：1ドル150円の場合。以下同
じ。）、2040年までに205ドル（約30,750円）、2050年までに
250ドル（約37,500円）

• 国際的に認められた十分に高い水準でのカーボンプライスに
向かって、段階的かつタイムリーな実施・引き上げがなされ
るように化石燃料賦課金・GX-ETSを改善すれば、省エネの飛
躍的拡大、再生可能エネルギーの最大限の導入も可能
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出典：GXリーグ事務局、GX-ETSにおける第１フェーズのルール内閣官房GX実行会議(令和5年2月）
https://gx-league.go.jp/aboutgxleague/document/GX-ETS%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E7%AC%AC1%E3%83%95%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%82%BA%E3%81%AE%E3%83%AB%E3%83%BC%E3%83%AB.pdf

⑥ カーボンプライスの上限/下限価格は
十分な価格設定にならなければ、ない方がまし

• 上限価格、下限価格を
2026年度以降に設定

• 長期的な上昇を示すこと
で予見可能性を高める

十分な炭素価格にならなけれ
ば、上限価格、下限価格は削
減効果を大いに減じてしまう
野心的な数値にするか、なく
すべき
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⑦ 目標達成にカーボンクレジット活用の制限
オフセットが無制限にできる制度は国際的に通用しない

出典：GXリーグ事務局、GX-ETSにおける第１フェーズのルール内閣官房GX実行会議(令和5年2月）
https://gx-league.go.jp/aboutgxleague/document/GX-ETS%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E7%AC%AC1%E3%83%95%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%82%BA%E3%81%AE%E3%83%AB%E3%83%BC%E3%83%AB.pdf
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⑧ オークションを発電部門のみならず、段階的に全面的に導入

出典：GXリーグ事務局、GX-ETSにおける第１フェーズのルール内閣官房GX実行会議(令和5年2月）
https://gx-league.go.jp/aboutgxleague/document/GX-ETS%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E7%AC%AC1%E3%83%95%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%82%BA%E3%81%AE%E3%83%AB%E3%83%BC%E3%83%AB.pdf

・無償割り当ては例えばCO2排出
の業種別平均指標などのベンチ
マーク方式にしたとしても生産
工程や技術に関する膨大な情報
収集が必要になり、公平なベン
チマークを決めるのに多大なる
行政コストがかかる
・「オークション方式」は，効
率性の点で最も優れており，取
引参加企業に関する詳細情報を
必要としない。政治的配慮から
ルールが歪められる可能性も小
さい。売却収入をGX債の償還財
源とすることが可能
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本日の内容

• GX-ETS: 1.5度達成（2035年60％以上(2019年比)の温室効果ガス削減）を
実現するカーボンプライシングに
– 自主性依存から規制化へ、参加義務化、 1.5度達成する目標レベル、予見可能性の確保、目標達

成インセンティブ強化、クレジット制限など

• 日本の産業界が世界から評価されるベースとなるGX-ETSに
– パリ協定時代の世界の動き：CBAMなど

– グリーンウォッシング非難を避けるために必要なこと

• 非国家アクター発の国際イニシアティブ
– 事実上のグローバルスタンダードに沿う重要性
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出典：環境省カーボンプライシングの活用に関する小委員会資料 (2021/11/19)
https://www.env.go.jp/council/06earth/cp18shiryou1syuusei.pdf

そもそも外界から迫られる日本の施策の強化
・欧州炭素国境調整措置
・機関投資家GFANZ等による投融資基準の厳格化
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EU 炭素国境調整措置（CBAM）

• 国境で輸入品に対して国内外の炭素価格の差額の支払いを課す措置。

– カーボンリーケージを回避し、域内の産業競争力を守る

– 規制の緩い国にも同等の温暖化対策を促すことが期待される

• 2023年10月から、セメント、肥料、電気、鉄鋼、水素、アルミニウムを対象に開始、
本格的な導入は2026年

• 輸入量に相当する排出量分の炭素価格（EU-ETSの市場取引価格とおおむね連動）
を「CBAM証書」の購入というかたちで負担することになる。

• 生産国でカーボンプライシング制度が導入されている場合は、その制度に基づい
て対象製品について支払った炭素価格を計算して報告する。日本の場合、地球温
暖化対策税(289円）のみ該当？

参加が義務で十分な目標設定があってこその炭素価格
GX-ETS及び化石燃料賦課金は、十分な金額の設定が求められる
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出典：日経新聞2023/7/24「偽の「エコ」に厳しい目」、European Commission, Consumer protection: enabling sustainable choices and ending greenwashing (https://commission.europa.eu/index_en),

Global Policy Watch (https://www.globalpolicywatch.com/2023/05/the-green-claims-global-drive-developments-in-the-uk-us-and-eu/), TMI(https://www.tmi.gr.jp/eyes/blog/2023/14861.html)

グリーンウォッシュに関連する世界の法規制は強化へ
国地域 内容

欧州 ・2021年1月 欧州委員会グリーンウォッシュ調査、42%のサイトで誇張や誤った表現が
あり、規制に違反している可能性を指摘
・2024年3月 欧州委員会「グリーンウｫッシュ広告規制の指令」発効

消費者が製品を購入する際に、適切な情報を得て判断できるようにすることを目的として、
グリーンウォッシングを用いたマーケティング方法を禁止

環境主張には、測定可能な目標や達成期限など現実的な実施計画をもって、独立した第
三者機関による定期的な検証を受け、明確かつ客観的で検証可能なコミットメントが必要
(2026年に加盟各国で施行予定）

アメリカ ・2022年12月米連邦取引委員会（FTC）「グリーンガイド」1992年に制定され、3回改訂、
このたび2012年以来の改定を公表、よりグリーンウォッシュ規制強化する方向

イギリス ・2021年9月 競争・市場庁（CMA）「グリーンクレームコード」を公表
認証やカーボンオフセット、リサイクルなどに関する表示のガイダンス

フランス ・2023年1月「気候変動への対処およびその影響に対するレジリエンス強化に関する法
律」に企業のグリーンクレームに関する法規定が追加され、発効。
「カーボンニュートラル」「カーボンオフセット」主張にLCA排出量開示やオフセットの詳細
概要書の公表義務

日本 ・2022年12月 消費者庁は生分解性プラスチック製品に対して景品表示法違反(優良誤
認）に当たると措置命令。

国内で初の指摘
事例が出たが、
欧米でははるか

に厳しい

カーボン
ニュートラル、
オフセットな
どの表示には、
厳格な根拠の
提出が求めら
れる方向へ
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本日の内容

• GX-ETS: 1.5度達成（2035年60％以上(2019年比)の温室効果ガス削減）を
実現するカーボンプライシングに
• 自主性依存から規制化へ、参加義務化、 1.5度達成する目標レベル、予見可能性の確保、目標達成インセン

ティブ強化、クレジット制限など

• 日本の産業界が世界から評価されるベースとなるGX-ETSに
• パリ協定時代の世界の動き：CBAMなど

• グリーンウォッシング非難を避けるために必要なこと

• 非国家アクター発の国際イニシアティブ
• 事実上のグローバルスタンダードに沿う重要性
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街中の気候マーチ
国際NGO化石賞

様々な非国家アクターの
国際連盟の脱炭素宣言の場

COP28（第28回気候変動枠組条約締約国会合）の構造

COP
気候変動枠組
条約締約国会

議
（年1回）

CMP
京都議定書
締約国会合
（年1回）

CMA
パリ協定締
約国会合
（年1回）

SB
補助機関会合
（年2回）

SBI：実施に関する補助機関
SBSTA：科学上及び技術上の
助言に関する補助機関

例
・GFANZ（Glasgow Financial Alliance 
for Net Zero)
機関投資家の主要なネット・ゼロ団体を
結集する連合で、 130兆ドル（約1京
7,500兆円）の資産を有する450社以上の
金融機関が参画
・地域気候行動サミット「高い野心のマ
ルチレベルパートナーシップ連合
（CHAMP）」
・We Mean Business「Fossil To Clean」
政府に化石燃料からの脱却を求める公開
書簡に200以上の企業が賛同

本来の国際ルール作りの場COP

気候マーチ

日本化石賞受賞

ホスト国の主導宣言

・各国首脳サミット開催
・様々な国際宣言主導

「持続可能な農業・強靭な食料シス
テム・気候変動対応に関する首脳級
宣言」
「気候と健康」

 

COP28の公式な成果

日本のJCI（気候変動イニシアティブ）

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan
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非国家アクター（＋一部の政府）の国際連携
サステナビリティ関連の代表的なイニシアティブ

カーボンマーケット関連

VCMI（自主的炭素市場十全性イニシアティブ）

ICVCM（自主的炭素市場のための十全性評議会）

クレジットの活用によるオフセットのあり方、
質の高い民間クレジットの基準等定める

SBTi(Science Based Targets Initiative)

科学的知見に基づいて、パリ協定の
1.5度目標に整合するために、企業
が温室効果ガスをいつまでにどの程
度削減しなければいけないのかを示
した国際認証スキーム

GFANZ（Glasgow Financial Alliance for Net Zero）
機関投資家の主要なネット・ゼロ団体を結集する連合で、 
130兆ドル（約1京7,500兆円）の資産を有する450社以上の
金融機関が参画。ネットゼロに向けた目標のガイドライン等
を作成

PPCA（Powering Past Coal Alliance）
脱石炭に向けたグローバル連盟

CDP(Carbon Disclosure Project)
企業や都市による環境関連情報を開
示させ、評価することなどによって、改
善を促す。気候変動のみならず、水資
源、森林保全も対象。CDPのデータは、
投資家、企業、政府、研究機関など多
くのステークホルダーに利用される

Cities Race to Zero
1000以上の都市が2040年より前に
ネットゼロにすると宣言

RE100(Renewable Energy 100)
企業が自らの事業の使用電力を100％再エネで
賄うことを目指す国際的なイニシアティブ
電力需要側が再エネの必要性を政府や関係機関
に訴え、法制化を目指し、脱炭素社会への好循環
を生み出すことを目的とする

事実上の
グローバル

スタンダードに
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脱炭素における非国家アクター発の代表的な国際イニシアティブ
SBTi(Science Based Targets Initiative)とは

科学的知見に基づいて、パリ協定の1.5度目標に整合するために、企業が温室効果ガ
スをいつまでにどの程度削減しなければいけないのかを示した国際認証スキーム。

SBTは世界経済の3分1をカバー。

日経平均構成銘柄の50％の企業が

既にSBT取得・コミット。

出典：SBTi
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最新のパリ協定を巡る国際イニシアティブの動向を注視して制度設計

（１）SBTiのカーボンクレジットに対する考え方
現在、企業に対してカーボンクレジットを活用したオフセットは認めてい
ないが、将来に必要となる除去活動に向かって貢献することは求める

（２）VCMI（自主的炭素市場十全性イニシアティブ）
クレーム（主張）コード
企業がクレジットを使って、環境に良いことをしているという主張（訴求）
をする場合に従うべきガイドライン
ICVCM（自主的炭素市場のための十全性評議会）
高品質クレジットの原則発表
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🄫WWF Japan

1. ネットゼロ宣言の発表

2. ネットゼロ目標の設定

3. ボランタリークレジットの使用

4. 移行計画の策定

5. 化石燃料の段階的廃止と

再生可能エネルギーの拡大

6. ロビイングとアドボカシーの整合

7. 公正な移行における人々と自然

8. 透明性と説明責任の向上

9. 公正な移行への投資

10. 規制導入に向けた加速

グリーンウォッシュを避けるためには
国連ハイレベル専門家グループから、

非国家アクターによる「ネットゼロ宣言の信頼性と透明性に関する提言書」を発表 (2022/11/8)

ネットゼロに向かう科学に
沿った削減目標を5年ごと

などの短期、中期、長期に
出すこと、有用なガイドラ

インとしてSBTi例示

自社の削減目標達成にカー
ボンクレジットを利用する
ことはできない。ただし高
品質クレジットに限って自
社のバリューチェーン外で

利用してもよい

政府などに対して、自社の
みならず業界団体を通じて
も野心的な温暖化政策に反
対してはならず、政策を推

進すること出典：国連 非国家主体のネットゼロ宣言に関する ハイレベル専門家グループによる報告書
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf (JCLPによる日本語訳）

UNSG 

HLEG

©WWF Japan
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日本が脱炭素化社会で輝くための留意点
• 国連・国際研究機関・国際NGOなどが事務局を務める国際イニシアティブ(CDP, SBTi, RE100, PPCAなど）が

事実上のグローバルビジネススタンダードになっていることを意識
• 脱炭素をめぐる技術も法規制も、急ピッチで進化、常時アップデートが必要

• 機関投資家GFANZなどが、上記国際イニシアティブの基準を使って、企業の脱炭素の取り組みの優劣を判
断し、取り組みを促し、監視する役割を担っている

• 欧州を中心にグリーンウォッシュ(見せかけの環境配慮）を取り締まる法規制の強化

• 各国の自主性を主とするパリ協定（国際法）、国内法等だけに準拠していれば安心ではない

• グローバルなサプライチェーンから外されるリスク

⇒ 例えば再エネ100%を掲げるグローバル企業が取引先にも再エネ100%経営を求める

• グリーンウオッシュを取り締まる法規制の強化

⇒ 例えば石炭火力由来の電力を多く使う日本製品が、省エネに優れていてもグリーンウオッシュとされうる

民間(非国家アクター）発の国際イニシアティブにも照準を当てて、
日本産業界の国際競争力を後押しするCP導入を！ 30



ご参考
2030年,2035年のエネルギーミックス(電源）WWF提案

• 風力発電は官民挙げての推進下にあり、2035年に40GWと見込み、約10倍の設備容量の導入が可能
• 太陽光発電については、設備利用率の向上とペロブスカイトにより建物など広範囲にシート状のPV製品の

利用が見込まれるため、2030年には161GWの設備容量が可能と見込み、現状の2.9倍
• 風力と太陽光を合わせるとCOP28の要請である2030年までに再生可能エネルギー設備容量3倍が可能
• 再生可能エネルギーは2030年に53％以上、2035年には77％に引き上げるならば、2035年NDCでのGHG

削減を 2013年比66％以上（＝2019年比（IPCC基準年）GHG62％以上）にすることが可能

日本のこれまでの削減努力の延長線上では決して達成できる目標ではないが、
カーボンプライシングなど有効な政策の強化導入で日本が出遅れを取り戻すチャンス
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お問合せ先

WWFジャパン 気候・エネルギーグループ
climatechange@wwf.or.jp

シナリオ本体や提言などは、以下リンク先よりダウンロード可能です。

• 2035年60％以上(2019年比)の温室効果ガス削減 を可能とする
「2035年エネルギーミックスとNDC」提案（WWFシナリオ2024年版）
2024/5/31発表
https://www.wwf.or.jp/activities/data/20240531climate04.pdf

ご参考：WWFシナリオ2021年版

• 報告書「脱炭素社会に向けた2050年ゼロシナリオ2021」費用算定編
https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210909climate02.pdf

• 報告書「脱炭素社会に向けた2050年ゼロシナリオ2021」
https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210909climate01.pdf

• 2050年排出ゼロを実現する！日本の「エネルギーシナリオ」
https://www.wwf.or.jp/activities/lib/4534.html
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